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抄録 
 

米国予防医療専門委員会（USPSTF）は、骨粗鬆症性骨折の予防を目的とし

て、65歳以上の女性および骨折リスクが高い65歳未満の閉経後女性に対する

骨粗鬆症検診を推奨している。しかし、世界有数の高齢化社会である日本に

おいて、骨粗鬆症検診が純利益をもたらすかどうかについては、いまだ明らか

ではない。 

 

日本予防医療専門委員会（JPPSTF）は、2024年に公表されたUSPSTFのドラフ

ト推奨をレビューするとともに、日本の医療・疫学的状況を踏まえるために独立

した文献レビューを委嘱し、日本人集団の文脈に適応させた独自の推奨を策

定した。 

 

本推奨は、骨粗鬆症または脆弱性骨折の既往がない40歳以上の日本人成人

を対象とする。 

 

骨粗鬆症検診は二段階から構成される。 

一次検診：末梢DXA、超音波法（QUS）、あるいはFRAXなどの臨床的リスク評

価ツールのうち、少なくとも一つを用いた初期評価を行う。 

二次検診：中枢DXAによる骨密度測定を含む包括的評価を実施する。 

 

JPPSTFは、閉経後女性に対する骨粗鬆症検診は中等度の確実性をもって中

等度の純利益をもたらすと結論づけた。一方、閉経前女性および男性におけ

る骨粗鬆症検診については、利益と不利益のバランスを評価するためのエビ

デンスは不十分である。 

 

JPPSTFは、閉経後女性に対する骨粗鬆症検診を推奨する（Grade B）。 
 



65歳以上の女性：二次検診から直接開始してよい。 

65歳未満の閉経後女性：まず末梢DXA、QUS、またはFRAXなどの臨床的リス

ク評価ツールのうち少なくとも一つを用いて一次検診を行う。YAM（young 

adult mean）値が80％未満（またはそれに相当する水準）である場合、あるいは

臨床的に高リスクと判断される場合には、中枢DXAを含む二次検診へ進む。 

 

閉経前女性および男性については、利益と不利益のバランスを評価するため

のエビデンスが不十分であると結論づける（I statement）。 
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Osteoporosis, screening, bone mineral density, DXA, Japan 

 



メインテキスト 
 
本声明は、骨粗鬆症検診に関する日本予防医療専門委員会（JPPSTF）の公式推奨を示す

ものである。推奨内容およびその根拠は、それぞれTable 1およびTable 2に示す。本声明で

用いる推奨グレード（A、B、C、D、およびI）は、米国予防医療専門委員会（U.S. Preventive 

Services Task Force: USPSTF）が定義した基準に準拠している¹。USPSTFの推奨グレードの

定義については、Supplementary Table 1を参照されたい。JPPSTFにおける推奨作成過程

の詳細については、JPPSTF Procedure Manual²を参照されたい。 

 
 
利益に至る経路 

検診の利益、すなわち骨折に関連する健康障害および死亡の減少を実現するためには、

骨粗鬆症と診断された女性に対して、十分な評価、健康教育、ならびに適切な場合にはエ

ビデンスに基づく薬物療法を提供することが必要である。 

 
 
前文 

 
日本予防医療専門委員会（Japan Preventive Services Task Force: JPPSTF）は、日

本におけるエビデンスに基づく予防医療の普及および実装を推進するため、科学

的根拠の評価を行っている。JPPSTFは、地方自治体との連携のもと、既存の法制

度を尊重しつつ、公正かつ透明な基準に基づいて検診項目に関する最新の推奨

を策定・公表している。これらの取り組みは、予防医療の実施を支援し、国民の信

頼を醸成することを目的とする。 

 

JPPSTFは、予防医療サービスの利益と不利益を包括的に評価し、そのバランスに

基づいて推奨を策定する。なお、予防医療サービスの提供に要する経済的費用

は、推奨策定においては考慮しない。 

 

予防医療に関する意思決定は、エビデンスのみに依拠するものではなく、患者

 



個々の状況や価値観を柔軟に取り入れる必要がある。JPPSTFは、医療専門職がエ

ビデンスを十分に理解したうえで、患者に適した判断を行うことの重要性を認識して

いる。さらに、政策決定においては、臨床的な利益と不利益に加えて、実際の社会

的側面を考慮することが必要であると考える。 

 
 
重要性 
 

日本において骨粗鬆症は、特に女性において高頻度に認められ、その有病率は加齢とと

もに急激に上昇する。全国規模のROAD研究では、腰椎または大腿骨頸部のいずれかで

Tスコア≤−2.5を骨粗鬆症と定義した場合、女性の有病率は50歳代で8.9％、60歳代で14.7

％、70歳代で17.4％、80歳以上で49.0％であった。男性ではそれぞれ2.8％、2.6％、4.1

％、7.4％であった³。 

 

参考までに、米国のNHANES研究では、大腿骨頸部のみの測定に基づく異なる定義を用

いており、女性の有病率はそれぞれ14.9％、23.8％、37.5％、47.2％、男性では12.7％、

14.9％、25.1％、28.8％と報告されている⁴。 

 

定義および測定部位が異なるため、これらの数値を直接比較することはできないが、各国

における疾病負担の概況を把握する上での参考となる。 

 

有病率データを補完し、国際的に標準化された比較を可能にする指標として、障害調整

生命年（disability-adjusted life years: DALYs）に関するGlobal Burden of Disease（GBD）

データが用いられる。GBD 2019年推計によれば、低骨密度（low bone mineral density: 

LBMD）関連骨折によるDALYsの絶対数において、日本は世界第4位（323,094年、世界全

体の3.29％）であった。これは人口規模では世界第12位であることを踏まえると注目すべき

結果である。DALYs絶対数が最も多かった国は、インド（2,510,288年、25.59％）、中国（

 



1,839,375年、18.75％）、米国（819,445年、8.35％）であり、日本に続いてドイツ（297,944

年、3.04％）が位置している⁵。 

 

骨粗鬆症性骨折、特に大腿骨近位部骨折および椎体骨折は、高齢者における主要な障

害および死亡原因である。2017年には、日本で約19万件の大腿骨近位部骨折が発生し、

その大多数は高齢女性であった⁶。大腿骨近位部骨折後1年死亡率は、男性で20.6％、女

性で9.5％と報告されている⁷。椎体骨折およびその本数もまた、死亡リスクの上昇と関連し

ている⁸。2018年には、骨粗鬆症性骨折に起因する死亡は年間約3,600人と推定されている

⁹。 

 

日本の高齢者を対象とした複数の研究により、大腿骨近位部骨折が日常生活動作（

activities of daily living: ADL）および生活の質（quality of life: QOL）に深刻な影響を及ぼ

すことが示されている。愛知県豊明市における地域住民コホート研究では、骨折既往のあ

る高齢者は、歩行、食事、入浴といったADL機能が有意に低下しており、心理的幸福感お

よび主観的健康感も低いことが報告された¹⁰。福島市の病院における前向き研究では、大

腿骨近位部骨折術後1年間のQOLを追跡した結果、多くの患者が骨折前のQOLを十分に

は回復できず、その回復は術前ADL水準および在宅環境に強く影響されることが示された

¹¹。さらに、術前の歩行能力、認知機能、骨折型は、術後死亡またはADL悪化の予測因子

であると報告されている¹²。ADL回復には、社会的支援および質の高いリハビリテーション

も重要である¹³。 

 

椎体骨折はしばしば無症候であるが、円背、慢性疼痛、身長低下、食欲低下、抑うつなど

を介して、ADLおよびQOLの慢性的低下をもたらしうる。全国規模のROAD研究¹⁴では、地

域住民コホートデータを用いて形態学的に定義された椎体骨折の発生率および影響が詳

細に評価された。その結果、既存の軽度椎体骨折を有する高齢者は、追跡期間中に新た

な重度椎体骨折を発症するリスクが有意に高いことが示された。また、椎体骨折を有する

 



者では身体機能、移動能力、QOLが顕著に低下し、ADL制限および社会的自立の喪失

につながることが明らかとなった。 

 

これら個人レベルでの影響は、重大な公衆衛生上および経済的負担へと波及する。日本

における大腿骨近位部骨折手術件数は、人口の高齢化を背景として、2035年までに年間

約23万～24万件に達すると予測されている¹⁵。入院、リハビリテーション、長期介護を含む

関連費用は、医療保険および介護保険制度に大きな負担をもたらすことが予想される。さ

らに、リアルワールドデータは、骨粗鬆症患者の相当割合が未治療のままであることを示し

ており¹⁶、効果的な検診および早期介入戦略の潜在的価値を示唆している。 

 
JPPSTFによる純利益の大きさの評価 

 
JPPSTFは、閉経後女性に対する骨粗鬆症検診は中等度の確実性をもって中等度の純利益を
もたらすと結論づける。 
 
実務上は、65歳以上の女性については一次検診を省略し、直接二次検診から開始してよい。 
 
65歳未満の閉経後女性に対しては、一次検診を行うことを提案する。一次検診は、末梢DXA
、超音波法（QUS）、またはFRAX（Fracture Risk Assessment Tool；英国シェフィールド大学）な
どの臨床的リスク評価ツールのうち、少なくとも一つを用いて実施する。YAM（young adult 
mean）値が80％未満（またはそれに相当する水準）である場合、あるいは臨床的に高リスクと判
断される場合には、中枢DXAを含む二次検診を実施すべきである。 
 
閉経前女性および男性における骨粗鬆症検診については、利益と不利益のバランスを評価す
るためのエビデンスは不十分であると結論づける。 

 
 
 
実践上の留意事項 

 
本推奨の対象集団 

 
本推奨は、既知の骨粗鬆症または脆弱性骨折の既往がない40歳以上の成人に適

用される。 

 

がん、代謝性骨疾患、甲状腺機能亢進症などの基礎疾患に起因する続発性骨粗

 



鬆症、あるいは糖質コルチコイドなど骨量減少と関連する薬剤の長期使用による骨

粗鬆症を有する者には適用しない。 

 
 
定義 

 
日本において骨粗鬆症は、骨密度（bone mineral density: BMD）が若年成人平均

値（young adult mean: YAM）の70％未満である場合、または脆弱性骨折の既往を

有する場合に診断される¹⁷。YAM値70％は、世界保健機関（World Health 

Organization: WHO）が定義するTスコア−2.5におおよそ相当する。 

 
 
リスク評価および検診戦略の評価 

 
リスク評価および検診戦略の詳細な枠組みは、Table 3に示す。 

 

骨粗鬆症検診は二段階から構成される。 

 

一次検診は、市町村による集団検診または指定医療機関において、末梢DXA、超音波

法（QUS）、あるいはFRAXなどの臨床的リスク評価ツールのうち少なくとも一つを用いて実

施する。これらの方法は一律に実施する必要はなく、地域の実情に応じて柔軟に選択・運

用してよい。 

 

二次検診は、中枢DXA（例：腰椎または大腿骨近位部）を含む包括的評価を行うものであ

り、当該検査を実施可能な医療機関で実施する。 

 

65歳以上の閉経後女性については、一次検診を経ずに直接二次検診から開始してもよ

い。 

 

65歳未満の閉経後女性については、以下のいずれかに該当する場合に二次検診を推奨
 



する。すなわち、末梢DXAでYAM値80％未満を示す場合、またはQUSでYAM値80％未

満に相当する低骨量が示唆される場合（この閾値は日本の現行骨粗鬆症検診制度に基

づく¹⁷）、あるいは臨床的リスクが高いと判断される場合（例：FRAXにより主要骨粗鬆症性

骨折〔major osteoporotic fracture: MOF〕の10年リスクが7.5％以上と推定される場合）であ

る。 

 

FRAXによる10年主要骨粗鬆症性骨折（MOF）リスク7.5％という閾値は、日本の疫学デー

タに基づくモデリング研究に根拠を有する。Fujiwaraら（2008）は、日本版FRAXモデルを

用いて、臨床的危険因子を有しない65歳女性の10年MOF発症確率が約7.5％であること

を示した¹⁸。本推奨では、この値を65歳未満の閉経後女性において中枢DXAによる二次

検診へ進む判断基準として用いることを提案する。 

 

これらの基準のいずれにも該当しない場合、二次検診は推奨しない。閉経前女性および

男性は、一次検診の対象としない。 

 

 
閉経前女性および男性に対する実践上の留意事項 

 
閉経前女性および男性においては、閉経後女性と比較して骨粗鬆症の有病率および骨

折リスクは低い。そのため、検診によって予防可能な疾病負担は限定的であると推定され

る。閉経前女性では一般に骨量が保持されており、骨折発生率も低いため、検診による早

期発見の相対的利益は小さい。 

 

日本人男性においては、骨粗鬆症関連骨折リスクは加齢とともに上昇し、骨折を新たに発

症した高齢男性では、フレイルを調整した後も骨折後死亡率が有意に高いことが示されて

いる¹⁹。しかしながら、これらの集団において骨密度（BMD）検診が骨折発生率の低下や臨

床転帰の改善につながることを示す質の高いエビデンスは、現時点では十分ではない。し

 



たがって、検診の有効性は結論に至っていない。 

 

さらに、偽陽性、過剰診断、不必要な追加検査や治療といった検診の潜在的な不利益も

考慮する必要がある。 

 

以上より、閉経前女性および男性に対する定期的な骨粗鬆症検診を支持するためのエビ

デンスは不十分であり、I statementに相当する。これは検診が無効であることを意味するも

のではなく、推奨を行うに足る科学的根拠が現時点で不足していることを示すものである。 

 

臨床実践において検査を検討する場合には、骨折既往、長期ステロイド使用、低体重、喫

煙、過度の飲酒などの特定のリスク因子を有する者に限定すべきである。 

 
 
既存のUSPSTF推奨の適応および更新 

 
本推奨は、2025年1月に公表された米国予防医療専門委員会（USPSTF）の骨粗鬆症検診

に関するエビデンスレビューおよび推奨声明に基づくものである²⁰,²¹。本推奨は、日本の医

療・疫学的状況に適応させるとともに、国内外の最新のエビデンスを踏まえて一部更新を

行った。 

 

文献レビューは、JPPSTFのために独立したレビュー班が実施し、体系的な文献検索および

批判的吟味を行った²²。レビュー班は、日本の医中誌（Ichushi）を含む国内データベースに

加え、PubMedおよびCochrane Libraryといった国際的データベースの最新検索を実施し

た。JPPSTFは、これらのレビュー結果に基づいて本推奨を策定した。 

 

なお、末梢DXAおよび踵骨QUSはUSPSTFのレビューでは対象外であったが、日本にお

いてこれらの検査法が広く用いられていることを踏まえ、JPPSTFはこれらの検査法に関する

追加の焦点化レビューを実施した。 
 



 
 

AI支援ツールの使用 
 
本原稿の作成にあたり、AI支援型言語モデル（ChatGPT, OpenAI、2025年にアクセス）を、

あらかじめ設定したKey Questions（KQs）の範囲外にある文脈的課題に関する文献探索の

補助として使用した。これには、USPSTFレビューでは対象とされなかったものの、日本の文

脈における推奨策定において重要と考えられた末梢DXAおよび定量的超音波法（

Quantitative Ultrasound）の臨床的有用性に関する検討が含まれる。 

 

また、本ツールは本文の編集および表現の明確化・構造の改善を補助する目的でも使用

した。最終的な内容はすべて著者らが批判的に確認し、確定したものであり、本原稿の正

確性および完全性については著者らが全責任を負う。 

 
 
本推奨を支持するエビデンス 

 
骨量測定の精度 

 
中軸型DXA 

 

中軸型二重エネルギーX線吸収測定法（dual-energy X-ray absorptiometry: 

DXA）は、腰椎や大腿骨近位部などの中軸部位における骨密度（BMD）を測定

するために広く用いられている方法であり、骨粗鬆症の診断および骨折リスク評

価の標準とされている。 

 

USPSTFのレビュー（2025年1月）によれば、13件のコホート研究において、BMD

単独による主要骨粗鬆症性骨折（MOF）の予測に関するAUCは0.60～0.80、大

腿骨骨折の予測に関するAUCは0.64～0.86の範囲であった。²⁰ 

また、JPPSTFのために実施されたレビュー班による追加解析においても、中軸

 



型DXAは一貫した結果を示し、中等度から高い識別能を有することが確認され

た。²² 

 



末梢型DXA（pDXA） 
 
末梢型二重エネルギーX線吸収測定法（peripheral dual-energy X-ray absorptiometry: 

pDXA）は、前腕や踵部などの末梢部位における骨密度（BMD）を測定する方法である。

Marshallらによるメタアナリシスでは、前腕BMDの低下が骨折リスクの増加と関連しているこ

とが示された。²³ Takeiらは、橈骨DXAと中軸型DXAとの間に0.55～0.61の相関を認め、さら

にFRAXスコアとの有意な関連を報告した。²⁴ 

 

前向き症例対照研究において、Miyamuraらは、超遠位部、遠位1/3部および中間部橈骨で

測定されたBMDが、橈骨遠位端骨折患者において対照群より有意に低いことを報告した。

²⁵ また、橈骨BMDはCTで測定された体積骨密度（volumetric BMD）と強い相関（r＝0.83～

0.92）を示し、前腕pDXAの臨床的妥当性を支持する所見であった。 

 

女性を対象とした前向きコホート研究において、Holloway-Kewらは、超遠位前腕BMDが低

外傷性骨折全体および橈骨遠位端骨折の発生と有意に関連することを報告した。²⁶ さら

に、2025年のPapaらによるシステマティックレビューでは、13研究・5,941例を対象に、前腕

DXAは腰椎BMD（r＝0.603、95％CI：0.579～0.627）および大腿骨頸部BMD（r＝0.641、95

％CI：0.600～0.680）と統合相関を示すことが報告された。²⁷ 

 

機器や測定部位によって精度に差はあるものの、適切なカットオフ値を設定することで、

pDXAは検診および骨折リスクの層別化に活用されている。 

 
 
定量的超音波法（QUS） 

 
定量的超音波法（quantitative ultrasound: QUS）は、踵骨における音速（speed of sound: 

SOS）および広帯域超音波減衰（broadband ultrasound attenuation: BUA）を測定することに

より、骨密度（BMD）および骨質を評価する方法である。 
 



 

Métraillerらは、閉経後女性において、踵骨QUSがFRAX、BMD、およびトラベキュラー

ボーンスコア（TBS）とは独立して骨折リスクを予測することを報告した。²⁸ Escobio-Prietoらは

システマティックレビューにおいて、高齢者における踵骨QUSはDXAで測定されたBMDと

相関し、検診ツールとして有望である可能性を示したが、現時点ではDXAを日常的に代替

するにはエビデンスが十分ではないと結論づけている。²⁹ 

 

Ikedaらは、日本人健常女性を対象に、踵骨QUSにおける年齢別基準値およびカットオフ

値を確立し、日本人集団における診断的有用性を支持する所見を示した。³⁰ さらに、日本

の大規模前向きコホート研究において、Fujiwaraらは、SOSが1標準偏差（1 SD）低下するご

とに大腿骨骨折のハザード比が2.50となることを報告し、西洋人集団と同程度の予測妥当

性を示した。³¹ 

 
 
骨粗鬆症の同定におけるリスク評価ツールの精度 

 
USPSTFのレビューでは、15種類の臨床的リスク評価ツールの診断精度が43件のコホート

研究を対象に評価されている。²⁰ 女性におけるAUCは0.32～0.87、男性では0.62～0.94の

範囲であった。FRAX、OST、ORAI、およびSCOREが最も頻繁に評価されている。FRAX

のAUCは、主要骨粗鬆症性骨折（MOF）に対して0.55～0.79、大腿骨骨折に対して0.70～

0.86であった。OSTのAUCは、女性では0.64～0.81、65歳未満では0.63～0.83であった。²⁰ 

 

JPPSTFのレビュー班により新たに組み入れられた研究には、日本を含むアジア地域からの

横断研究およびコホート研究が含まれている。²² Yamamotoらは、日本におけるFRAXを用

いたスクリーニングについて、AUC 0.803、感度91％、特異度58％を報告した。³² 

Numazawaらは、日本人心不全患者を対象とした新たなリスクモデル（ORAS）を開発し、

 



AUC 0.796、感度85％、特異度62％を報告している。³³ 

 

総じて、FRAXやOSTなどのツールは骨粗鬆症の診断に有用であることが示唆されるが、そ

の精度はツールおよび対象集団によって異なる。したがって、適切なツールの選択および

カットオフ値の設定は、対象集団の特性を踏まえて行う必要がある。 

 
 
骨折リスク予測におけるリスク評価ツールの精度 

 
USPSTFのレビューによれば、FRAXやGarvanなど11種類の骨折リスク評価ツールのAUCは

0.52～0.93の範囲であり、多くは0.60～0.80の範囲に分布していた。²⁰ BMDを組み込むことで

予測精度は向上し、とくに大腿骨骨折において改善がみられた。65歳未満の女性ではAUCは

0.52～0.71と比較的低く、男性では0.63～0.93であった。²⁰ 

 

JPPSTFのレビュー班は、5件のコホート研究および2件のシステマティックレビューを追加で組

み入れている。²² Women’s Health Initiative（対象：FRAXデータが完全な50～79歳の閉経後

女性67,169人）において、BMDを含まないFRAXおよびOSTは、アジア人女性における10年主

要骨粗鬆症性骨折（MOF）リスクに対して中等度の識別能を示した。FRAXのAUCは0.65（95

％CI：0.58～0.71）、OSTのAUCは0.62（95％CI：0.56～0.69）であった。³⁵ 

 

一方、大腿骨頸部骨粗鬆症の同定に関しては、より高い精度が報告されており、OSTのAUC

は0.85（95％CI：0.74～0.96）、FRAXのAUCは0.72（95％CI：0.60～0.88）であった。³⁴ 

 
 
早期発見および治療の利益 

 
USPSTFのレビュー（2025年1月）によれば、欧州の高齢女性を対象とした3件のランダム化

比較試験（RCT）において、FRAXおよびDXAを用いた二段階スクリーニングは、大腿骨骨

折および主要骨粗鬆症性骨折（MOF）の発生率を有意に低下させた（大腿骨骨折：相対リ

 



スク［RR］0.83［95％CI：0.73～0.93］、MOF：RR 0.94［95％CI：0.88～0.99］）。²⁰ 

 

一方、ROSE試験の公表された10年間追跡データによれば、主要評価項目であるMOFの

絶対リスク減少は1,000人年あたり0.3（95％CI：−4.2～3.9）であった。³⁵ 同試験では、集団

ベースのスクリーニング戦略による主要骨粗鬆症性骨折の発生率について、統計学的に

有意な全体的減少は認められなかった。³⁶ 

 

さらに、Gatesらによるシステマティックレビューでは、とくに65歳以上の女性において、スク

リーニングが臨床的脆弱性骨折の発生を減少させる可能性が示唆されたが、エビデンス全

体の確実性は低いと評価されている。³⁶ 

 
 
早期発見および治療に伴う不利益 

 
骨粗鬆症のスクリーニングおよび薬物療法に関連する不利益について、JPPSTFのレビュー

班はUSPSTFのレビューに加え、補足的な文献検索を実施した。SCOOP試験では、不安レ

ベルに有意差は認められず、重篤な心理的有害事象も報告されなかった。³⁷ さらに追加レ

ビューにおいても、スクリーニングに関連する新たな不利益のエビデンスは確認されなかっ

た。²² 

 

薬剤関連の有害事象については、JPPSTFのレビュー班は、日本で承認されているアバロ

パラチド、ロモソズマブ、メナテトレノンなどの薬剤に関する9件のランダム化比較試験およ

び1件のコホート研究を、USPSTFレビューに含まれていたビスホスホネートおよびデノスマ

ブに関するエビデンスと併せて評価した。²⁰,²² 報告された有害事象には、非定型大腿骨骨

折、顎骨壊死、消化器症状、および心血管イベントが含まれていた。アウトカムの定義や評

価方法にばらつきがあることから、これらの結果の解釈には慎重を要する。²² 

 
 



 
検診間隔 

 
USPSTFのレビューによれば、4～8年の間隔で骨密度（BMD）測定を繰り返しても、骨折予

測の精度は有意に向上しなかった。²⁰ 正常なBMDを有する女性が骨粗鬆症に進行するま

での期間は約17年と推定されており、Tスコアが−1.50～−1.99の女性では、約5年で骨粗鬆

症へ進行すると推定された。³⁸ 

 

しかし、これらの知見は限られたデータに基づくものであり、最適な検診間隔を定義するに

はエビデンスは依然として不十分である。JPPSTFのレビュー班による追加検索において

も、新たな関連研究は確認されなかった。²² 

 
 
今後の研究課題とエビデンスのギャップ 

 
日本では、40～70歳の女性を対象として、5年ごとに骨粗鬆症検診が実施されている。²⁹ 今

後、制度の改善に向けて、適切な開始年齢および終了年齢の明確化、最適な検診間隔の設

定、ならびに臨床的リスク評価ツールの妥当性検証などに関するさらなる研究が必要である。 

 

また、FRAXなどのツールを活用した一次検診と二次検診の実践的統合を支援する研究も求

められる。さらに、男性における骨折予防を目的とした検診および治療介入の有効性に関する

研究は、今後の政策設計において重要な課題である。 

 

加えて、将来の骨粗鬆症予防を目的として、低体重の思春期および若年成人女性に対する骨

密度評価および介入の有用性を検討することにも意義があると考えられる。このようなエビデン

スの蓄積は、より効果的な骨粗鬆症検診体制の構築に資するものと期待される。 
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表1．JPPSTF推奨の要約 
 

 
 
対象集団 

 
 
推奨 

 
 
グレード 

 
 
閉経後女性 

 
 

JPPSTFは、閉経後女性に対する骨粗鬆症検診を推

奨する。 

▪​ 65歳以上の女性：二次検診から直接開始して

もよい。 

▪​ 65歳未満の閉経後女性：末梢型DXA、定量

的超音波法（QUS）、またはFRAXなどの臨床

的リスク評価ツールのうち少なくとも1つを用い

た一次検診を実施する。YAM（若年成人平均

値）が80％未満（または同等値）である場合、

あるいは臨床的リスクが高いと判断される場合

には、中軸型DXAを含む二次検診を実施す

る。 

 
 

B 

 
閉経前女性お

よび男性 

 
JPPSTFは、閉経前女性および男性における骨粗鬆

症検診の利益と不利益のバランスを評価するための

エビデンスは不十分であると結論づける。. 

 
 

I 

 



 
   

 



表2．JPPSTFの判断根拠の要約 
 

 
 
根拠 

 
 
評価 

 
 
検出 

 
 

▪​ JPPSTFは、中軸型DXAによる骨密度（BMD）測定が、女性にお

ける骨粗鬆症性骨折を正確に予測する十分なエビデンスがある

と判断した。 

▪​ JPPSTFは、FRAXなどの臨床的リスク評価ツールが、女性にお

ける骨粗鬆症の同定に有用である十分なエビデンスがあると判

断した。 

▪​ JPPSTFは、臨床的リスク評価ツールが、女性および男性におい

て、とくに大腿骨骨折を含む特定の骨折の予測に有用である十

分なエビデンスがあると判断した。 

 



 
 
 
利益 

 
 

▪​ JPPSTFは、65歳以上の女性における骨折リスクの検診が骨

折予防に寄与する十分な直接的エビデンスがあると判断し

た。 

▪​ JPPSTFは、骨粗鬆症を有する65歳以上の女性に対する薬

物療法が骨折予防に有効である確かなエビデンスがあると判

断した。 

▪​ JPPSTFは、骨粗鬆症の危険因子を有する65歳未満の閉経

後女性において、検診により骨粗鬆症および骨折リスクを検

出できる十分なエビデンスがあると判断した。 

▪​ JPPSTFは、骨粗鬆症の危険因子を有する65歳未満の閉経

後女性に対する薬物療法が骨折予防に有効である確かなエ

ビデンスがあると判断した。 

▪​ JPPSTFは、閉経前女性および男性における検診および治療

が骨折予防に寄与するかについては、エビデンスが不十分

であると判断した。 

 
 
不利益 

 
 

▪​ JPPSTFは、骨粗鬆症検診の不利益は規模として小さく、

重篤な有害転帰の可能性は低いとする十分なエビデンス

があると判断した。 

▪​ JPPSTFは、女性に対する薬物療法の不利益は小さいと

する十分なエビデンスがあると判断した。 



 



 
 

▪​ JPPSTFは、閉経前女性および男性における検診およ

び薬物療法の潜在的な不利益については、エビデンス

が不十分であると判断した。 

 
 
結論 

 
 

▪​ JPPSTFは、閉経後女性に対する骨粗鬆症検診は、中等度の

確実性をもって中等度の純利益をもたらすと結論づける。 

 
 

▪​ JPPSTFは、閉経前女性および男性における骨粗鬆症検診の

利益と不利益のバランスを評価するためのエビデンスは不十

分であると結論づける。 

 
 
略語：BMD, bone mineral density（骨密度）；DXA, dual-energy X-ray absorptiometry（二重エネ

ルギーX線吸収測定法）；FRAX, Fracture Risk Assessment Tool；JPPSTF, Japan Preventive 

Services Task Force. 



 
表3．リスク評価および検診方略の評価 
 
 

一次検診* 
 
二次検診 
 

年齢 BMD測定 臨床的リスク評

価（例：FRAX） 

 
 
 
中軸型DXAを含む

総合評価 
末梢型DXA 踵骨QUS 

閉経後女性 ≥ 65 実施しない場合がある 実施する 

<65 YAM <80% YAM相当値 ＜80％ 
 

高リスク（例：10年主要

骨粗鬆症性骨折［MOF

］リスク ≥7.5％） 

低リスク 
 

 



 

  
YAM ≥ 80% YAM相当値≥ 80%  

 

高リスク（例：10年MOFリ

スク ≥7.5％） 

 

低リスク 実施しない 

 
閉経前女性 実施しない 

男性 

 
 
略語：BMD, bone mineral density（骨密度）；FRAX, Fracture Risk Assessment Tool；DXA, dual-energy X-ray absorptiometry（二重エネルギー

X線吸収測定法）；QUS, quantitative ultrasound（定量的超音波法）；YAM, young adult mean（若年成人平均値）；MOF, major osteoporotic 

fracture（主要骨粗鬆症性骨折）。 

 



補足表1．USPSTF推奨グレードの定義 

 
Reproduced from U.S. Preventive Services Task Force. Grade Definitions.1 [Internet] [cited 

2025 Aug 10]. Available 

from:https://www.uspreventiveservicestaskforce.org/uspstf/about-uspstf/methods-and-proce

sses/grade-definitions. 

 
 

グレード 定義 

A 
 
USPSTFは当該サービスを推奨する。純利益が大きいことについて高い

確実性がある。 

B 
 
USPSTFは当該サービスを推奨する。純利益が中等度であることにつ

いて高い確実性がある、または純利益が中等度から大きいことについ

て中等度の確実性がある。 

C 
 
USPSTFは、専門的判断および患者の価値観を踏まえ、個別に当該

サービスを提供することを選択的に推奨する。純利益が小さいことにつ

いて少なくとも中等度の確実性がある。 

D 
 
USPSTFは当該サービスを推奨しない。純利益がない、または不利益

が利益を上回ることについて中等度または高い確実性がある。 

 

http://www.uspreventiveservicestaskforce.org/uspstf/about-


 

I ステートメント 
 
USPSTFは、当該サービスの利益と不利益のバランスを評価するための

エビデンスが不十分であると結論づける。エビデンスが欠如している、

質が低い、または結果が一貫しておらず、利益と不利益のバランスを判

断できない。 
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